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年間総実労働時間は減少傾向で推移しているが、これは一般労働者（パートタイム労働者以外の者）につい
てほぼ横ばいで推移するなかで、平成８年頃からパートタイム労働者比率が高まったこと等がその要因と考えら
れる。
なお、平成２１年には、前年秋の金融危機の影響で製造業を中心に所定内・所定外労働時間がともに大幅に
減少した。

年間総実労働時間の推移
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（資料出所） 厚生労働省「毎月勤労統計調査」

（注） 事業所規模5人以上

年間総実労働時間の推移（パートタイム労働者を含む）
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（資料出所） 厚生労働省「毎月勤労統計調査」

（注） 事業所規模5人以上

就業形態別年間総実労働時間及びパートタイム労働者比率の推移
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  週労働時間別雇用者等の推移 

平成１６年 平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年 

週６０時間以上の者 
６３９万人 ４９１万人 ５０２万人 ４７６万人 ４９０万人 

１２．２％ ９．２％ ９．４％ ９．３％ ９．１％ 

週３５時間以上 

週６０時間未満の者 

３３５４万人 ３３７７万人 ３３８３万人 ３２２７万人 ３４１２万人 

６４．０％ ６３．６％ ６３．６％ ６３．２％ ６３．７％ 

週３５時間未満の者 
１２３７万人 １４３１万人 １４１４万人 １３８５万人 １４３６万人 

２３．６％ ２６．９％ ２６．６％ ２７．１％ ２６．８％ 

合  計 ５２４３万人 ５３１３万人 ５３１７万人 ５１０５万人 ５３５９万人 

 ３０代男性で週労働時間６０時間以上の者 

平成１６年 平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年 

３０代男性で週６０時
間以上の者 

２００万人 １５０万人 １５３万人 １４１万人 １４４万人 

２３．８％ １８．０％ １８．７％ １８．４％ １８．２％ 

※ 資料出所：総務省「労働力調査」（平成２３年は岩手県、宮城県及び福島県を除く） 

※ 上の表は雇用者についてのもの。ただし、「３０代男性で週労働時間６０時間以上の者」については、統計上の制約から、雇用者のみ 

  の数値が得られないため、下の表は雇用者だけでなく自営業主と家族従業者を含んだ就業者数により作成。 

 週の労働時間が６０時間以上の者の割合は、全体では近年低下傾向で推移し、１割弱と
なっているが、３０代男性では、以前より低下したものの１８．２％となっている。 
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   年次有給休暇の取得率等の推移 
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（資料出所） 厚生労働省｢就労条件総合調査｣（平成１１年以前は「賃金労働時間制度等総合調査」による）

（注） １） 「付与日数」には、繰越日数を含まない。「取得率」は、全取得日数／全付与日数×１００（％）である。

２） 平成18年以前の調査対象：「本社の常用労働者が30人以上の民営企業」→平成19年以降の調査対象：「常用労働者が30人以上の民営企業」
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年次有給休暇の取得率については、近年５割を下回る水準で推移している。
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（注）

１ 調査対象となる労働者にはパートタイム労働者を含み、自営業者を除く。

２ 日本は1989年以前は事業所規模30人以上、1990年以降は事業所規模5人以上の労働時間。日本以外の国については事業所規模の区別はない。

３ ドイツのデータの1990年以前は旧西ドイツ地域。

４ 各国によって母集団等のデータの取り方に差異があることに留意。
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